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４ ひとり親控除について、次の見直しを行う。（第八十一条、第二百三条の三関係）
 控除額を三十八万円（改正前：三十五万円）に引き上げる。
 の見直しに伴い、公的年金等に係る源泉徴収税額の計算の際に公的年金等の金額から控除
される金額の引上げを行う。

５ 総合課税の譲渡所得の基因となる暗号資産について、次の措置を講ずる。（第二十二条、第三十
三条、第六十九条関係）
 五年を超えて保有した資産に係る譲渡所得の金額の計算上二分の一とする措置を適用しな
い。
 その暗号資産の譲渡益について、譲渡所得の特別控除額を控除しない。
 その暗号資産に係る譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額について、他の総合課税の対
象となる各種所得との損益通算を適用しない。
 その他所要の措置を講ずる。
６ その年中の給与所得控除額とその年中の公的年金等控除額との合計額が二百八十万円を超える
場合には、当該公的年金等控除額から当該超える部分の金額を控除する。（第三十五条関係）
７ 小規模企業共済等掛金控除の証明書等の添付又は提示に代えてその記載事項を記載した明細書
を確定申告書の提出の際に添付できる措置の適用対象に、社会保険料控除（国民年金の保険料及
び国民年金基金の掛金に係るものに限る。）の適用を受ける場合を加える。（第百二十条関係）
８ その他所要の規定の整備を行う。

（ 前 の ペ ー ジ よ り 続 き ）

〇 令 和 六 年 国 土 交 通 省 告 示 第 三 百 五 号

の 一 部 を 改 正 す る 件 （ 同 四 九 九 ）

〇 令 和 六 年 国 土 交 通 省 告 示 第 三 百 四 号

の 一 部 を 改 正 す る 件 （ 同 五 〇 〇 ）

〇 平 成 五 年 建 設 省 告 示 第 千 九 百 三 十 一

号 の 一 部 を 改 正 す る 件 （ 同 五 〇 一 ）

〇 平 成 十 四 年 国 土 交 通 省 告 示 第 二 百 七

十 一 号 の 一 部 を 改 正 す る 件

（ 同 五 〇 二 ）

〇 平 成 二 十 六 年 国 土 交 通 省 告 示 第 千 百

八 十 三 号 の 一 部 を 改 正 す る 告 示

（ 同 五 〇 三 ）

〔 そ の 他 告 示 〕

〇 租 税 特 別 措 置 法 施 行 規 則 第 二 十 条 第

二 十 五 項 第 一 号 に 規 定 す る 試 験 研 究

機 関 等 の 長 又 は 当 該 試 験 研 究 機 関 等

の 属 す る 国 家 行 政 組 織 法 第 三 条 の 行

政 機 関 に 置 か れ る 地 方 支 分 部 局 の 長

の 行 う 認 定 に 関 す る 手 続 を 定 め た 告

示 等 の 一 部 を 改 正 す る 件

（ 内 閣 府 ・ 国 家 公 安 委 ・ 総 務 ・ 法

務 ・ 財 務 ・ 文 部 科 学 ・ 厚 生 労 働 ・ 農

林 水 産 ・ 経 済 産 業 ・ 国 土 交 通 ・ 環

境 ・ 防 衛 一 ）

〇 寄 附 金 控 除 の 対 象 と な る 寄 附 金 又 は

法 人 の 各 事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 の 計

算 上 損 金 の 額 に 算 入 す る 寄 附 金 を 指

定 す る 件 の 一 部 を 改 正 す る 件

（ 財 務 九 三 ）

〇 法 人 の 各 事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 の 計

算 上 損 金 の 額 に 算 入 す る 寄 附 金 を 指

定 す る 件 の 一 部 を 改 正 す る 件

（ 同 九 四 ）

〇 租 税 特 別 措 置 法 施 行 規 則 第 五 条 の 七

第 二 十 一 項 第 一 号 イ 及 び 第 二 十 条 の

二 第 二 十 一 項 第 一 号 イ に 規 定 す る 指

定 大 学 等 に 係 る 経 済 産 業 大 臣 が 定 め

る 要 件 （ 経 済 産 業 五 一 ）

〇 平 成 二 十 八 年 国 土 交 通 省 告 示 第 千 百

七 号 等 を 廃 止 す る 告 示

（ 国 土 交 通 五 〇 四 ）

◇所得税法等の一部を改正する法律（法律第十二号）（財務省）
第１ 所得税法の一部改正
１ 基礎控除について、次の見直しを行う。（第八十六条、第二百三条の三、別表第二～別表第四、
附則第十一条、第十二条関係）
 合計所得金額が二千三百五十万円以下である個人の控除額を四万円引き上げる。
 の見直しに伴い、給与所得の源泉徴収税額表（月額表、日額表）及び賞与に対する源泉徴
収税額の算出率の表の見直し並びに公的年金等に係る源泉徴収税額の計算の際に公的年金等の
金額から控除される金額の引上げを行う。
 公的年金等で一定のもの（以下「特定公的年金等」という。）の支払者が令和八年十二月一日
以後その年最後に特定公的年金等の支払をする場合において、令和八年中の特定公的年金等に
係る所得税等の額の合計額がの金額の引上げ等の適用があるものとした場合におけるその特
定公的年金等に係る税額の合計額に比し超過額があるときは、その超過額は、同日以後その年
最後に特定公的年金等の支払をする際徴収すべき所得税等に充当すること等とする。

２ 給与所得控除について、次の見直しを行う。（第二十八条、別表第二～別表第五関係）
 最低保障額を六十九万円（改正前：六十五万円）に引き上げる。
 の見直しに伴い、給与所得の源泉徴収税額表（月額表、日額表）、賞与に対する源泉徴収
税額の算出率の表及び年末調整等のための給与所得控除後の給与等の金額の表の見直しを行
う。

３ 扶養親族等の範囲について、次の措置を講ずる。（第二条関係）
 勤労学生の合計所得金額要件を八十九万円以下（改正前：八十五万円以下）に引き上げる。
 同一生計配偶者及び扶養親族の合計所得金額要件を六十二万円以下（改正前：五十八万円以
下）に引き上げる。




		2026-03-31T20:53:54+0900
	C＝JP,O＝Cabinet Office,CN＝Cabinet Office
	NationalPrintingBerau
	内閣府より署名済み


	



